地域再生中小企業創業助成金（追加雇入れ奨励金）支給申請書

平成　　　年　　　月　　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働局長　殿
	１　申請事業主
	事業主
又は
代理人
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 12(フリガナ),法人名)
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 12(フリガナ),役職・代表者氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	
	主たる事業所の所在地　　　　〒　　　　　－　　　　　電話番号　　　　　（　　　　）　


	
	事業主
又は
（提出代行者・事務代理人）
社会保険労務士
	（当欄は、申請者が代理人又は社会保険労務士の場合にのみ記入して下さい。）
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 12(フリガナ),氏名)　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 印

	
	
	所在地　                〒　   　－　 　　　 電話番号    　　（ 　　　）　


	
	雇用保険適用事業所番号
	

	
	設立等年月日
	平成　  　年  　　月　  　日

	２　申請金額及び
　創業・雇入支援
　対象労働者等
	①　地域再生中小企業創業助成金（創業支援金・雇入れ奨励金）
支給決定年月日　・ 支給決定番号
	平成　　　年　　　月　　　日　・　第　　　　　　　　　　　号

	
	②　追加雇入れ奨励金の額（創業・雇入れ支援対象労働者は様式第４号別紙のとおり）
	円

	
	
	６０　・　３０　万円　　×　　　　　　　　　　　　　　　　人

	
	③　他の助成金・補助金等の受給状況（予定）
	ある　・　ない　→　「ある」の場合は助成金・補助金等の名称
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	６　助成金の払込先
　金融機関
	　　　　　　　　　　　　　　銀行（　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　本店・支店（　　　　　）　　　当座　・　普通
口座番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 12(フリガナ),口座名義)


	処理欄
（労働局記入欄）
	支給決定金額
	円
	計画受理番号
	第　     　　　　号

	
	支給・不支給決定年月日
	平成　　　年　　　月　　　日
	支給・不支給決定番号
	第　　　　　　　　　号

	
	局長
	部長
	課長
	課長補佐
	担当官
	係長
	担当

	
	
	
	
	
	
	
	


地域再生中小企業創業助成金（追加雇入れ奨励金）支給申請書の記入について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　支給申請書等の提出について
追加雇入れ奨励金の支給を受けようとする事業主は、次に示す期間に、地域再生中小企業創業助成金（追加雇入れ奨励金）支給申請書（様式第４号）を、当該事業主の主たる事業所の所在地を管轄する労働局長に提出して下さい。
  (1)　申請可能期間初日  ：法人等設立日から１８ヶ月を経過する日の翌日
  (2)　申請可能期間最終日：（１）の日から起算して１ヶ月を経過する日
    　なお、申請を行う期間内に助成金の支給を申請しなかったことについて、天災その他やむを得ない理由があるときは、当該理由の止んだ後７日以内にその理由を記した書面を添えて申請することができます。
２　「２　創業・雇入支援対象労働者数及び助成金支給申請額」について
  ２　「２　申請金額及び創業・雇入支援対象労働者等」について
  (1)　「①地域再生中小企業創業助成金（創業支援金・雇入れ奨励金）支給決定年月日及び番号」欄には、地域再生中小企業創業助成金（創業支援金・雇入れ奨励金）支給決定通知書に記載された年月日及び番号を記入して下さい。
  (2)　「②追加雇入れ奨励金の額」欄には、それぞれ次に掲げる１人当たりの金額のいずれかに「○」印を付し、様式第４号別紙「地域再生中小企業創業助成金（追加雇入れ奨励金）対象労働者一覧表」の「⑫追加雇入れ奨励金支給対象となる創業・雇入支援対象労働者数」の人数から計算した額を記入して下さい。
        第１種（６０万円）　・・・　北海道、青森県、岩手県、秋田県、高知県、長崎県、熊本県、宮崎県、鹿児島県又は沖縄県の10道県
        第２種（３０万円）　・・・　宮城県、山形県、福島県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、愛媛県、福岡県、佐賀県又は大分県の11県
別紙「地域再生中小企業創業助成金（追加雇入れ奨励金）対象労働者一覧表」にあるとおり、「新たに創業・雇入支援対象労働者の要件を満たした人数」から「既に申請した創業・雇入れ支援対象労働者のうち離職した人数」を差し引いた人数が「追加雇入れ奨励金支給対象となる創業・雇入支援対象労働者の人数」となります。
  ※　　「創業・雇入支援対象労働者」とは、支給申請日において、次のいずれにも該当する現に雇用している者（法人等設立日から起算して１年を経過する日までの間に雇い入れられた者に限る。）であって、助成金の支給終了後も引き続き雇用することが確実である者です。
○  雇入れ当初より、一般被保険者であって１週間の所定労働時間が３０時間以上である者（トライアル雇用、雇用期間の定めのある者、外国人技能実習生を除く。）として雇い入れられ、６ヶ月以上雇用されている者であること。
○  公共職業安定所等（公共職業安定所、地方運輸局又適正な運用を期すことのできる有料・無料職業紹介事業者）の紹介により雇い入れられた者であること。
(3) 「③他の助成金・補助金等の受給状況 （予定）」欄には、他の助成金・補助金等を受給している又は支給申請を行っている場合は、「ある」に○印を付し、（）内にその助成金・補助金等の名称を記入して下さい。それ以外の場合には、「ない」に○印を付して下さい。なお、助成金・補助金等によっては、併給調整や助成対象経費から除外される場合があります。
３　添付書類について
	(1)
	地域再生中小企業創業助成金支給・不支給決定通知書（様式第６号）
	(5)
	官公署が発行する創業・雇入支援対象労働者の氏名、年齢等が確認できる書類（住民票又は運転免許証等の写し）

	(2)
	創業・雇入れ支援対象労働者の雇用契約書又は雇入れ通知書
	(6)
	雇入れ事業所における創業・雇入支援対象労働者の就労の事実を証明する書類（出勤簿、タイムカード、船員法第６７条に定める記録簿等、賃金台帳、労働者名簿等の写し）

	(3)
	創業・雇入れ支援対象労働者雇用状況等申立書
	
	

	(4)
	（有料・無料職業紹介事業者等の紹介により創業・雇入支援対象労働者を雇い入れた場合）有料・無料職業紹介証明書
	(7)
	その他労働局長が必要と認めた書類


４　「３　助成金の払込先金融機関」について
  法人の場合は申請法人名義、個人開業の場合は屋号又は事業主本人名義口座を記入して下さい。
５　申請内容の確認
  支給申請の内容については、添付書類等による確認のほか、事業所等（取引先及び労働者本人への確認を含む。）の調査・確認を行います。

※　「１申請事業主」欄の「事業主又は代理人」（以下「上欄」といいます。）及び「事業主又は（提出代行者・事務代理人）社会保険労務士」（以下「下欄」といいます。）については、申請者が代理人の場合、上欄に代理人の記名押印等を、下欄に助成金の支給に係る事業主の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則第１６条第２項に規定する提出代行者又は同令第１６条の３に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主の記名押印等を、下欄に申請者の記名押印等をして下さい。
様式第４号





道県労働局


受理印








地域再生中小企業創業助成金（追加雇入れ奨励金）の支給を受けたいので、本助成金制度の内容・支給要件（不支給要件）について確認をした上で以下のとおり申請します。


また、当該申請書及び別紙の記載内容について相違ありません。








（※個人事業の開業の場合、屋号名等を記入して下さい）





（※役職名は、法人の設立の場合のみ）





本助成金は国の会計検査の対象となります。支給決定後も上記添付書類の提出を求め、実地調査を行う場合があります。


偽りその他の不正行為により支給を受けた場合、支給金額の全部又は一部を返還していただくとともに、以後３年間、雇用保険二事業の各種給付金を受けることができなくなります。なお、偽りその他の不正行為の内容如何によっては、刑事告発することもあります。








